
平成３０年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

平成３１年３月２７日 

件 名 「未来へつなぐあだちプロジェクト」の２４の指標について 

所 管 部 課  政策経営部 子どもの貧困対策担当課 

内  容 

「未来へつなぐあだちプロジェクト」の子どもの貧困に関する２４の

指標について、現状の数値がまとまったので報告する。 

（別添、情報連絡１-１参照） 

１ 主な指標の推移 

（１）「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」

の児童・生徒の通過率 

「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」

の通過率は、科目によって差はあるものの、小学校・中学校と

もに上昇傾向にある。 
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（２）小学校・中学校の不登校者数 

小学校・中学校の不登校者数は、年々数が増えていたが、平

成２９年度は減少した。都全体は、増加傾向である。 

 

 

（３）歯科健診で未処置のむし歯がある子どもの割合(小学校１年生) 

歯科健診で未処置のむし歯がある子どもの割合は、若干上下

しながら減少傾向で推移している。 
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（４）生活保護世帯の子どもの高校等進学率及び進路内訳（全日制、 

定時制、通信制、その他の進学率） 

生活保護世帯の高校進学率は、年々上昇している。全日制課程

への進学率は、平成２７年度には区全体より約２６ポイント低

かったが、年々上昇し、平成２９年度の差は約１８ポイントとな

っている。 
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足立区子どもの貧困対策実施計画

子どもの貧困に関する指標の推移
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歯科健診で未処置のむし歯がある子どもの割合

生活保護世帯の子どもの高校等進学率及び進路内訳（全日制、定時制、
通信制、その他の進学率）

区内都立高校の中途退学者数（率）（全日制、定時制）

生活保護世帯の子どもの高校中途退学者数（率）（全日制、定時制）

区内都立高校の卒業時の進路未決定者数（率）

生活保護世帯の子どもの高校卒業時の進路未決定者数（率）

小学校・中学校の不登校者数（率）

早期（37週未満）に産まれた子どもの割合

乳児健診のアンケートで「子育てを負担に感じたりイライラしたりする」と回
答した人の割合

養育困難世帯の発生率

養育困難世帯の解決率

歯科健診でむし歯ありの判定を受けた子どもの割合

区立中学校の高校進学率及び進路内訳（全日制、定時制、通信制、その
他の進学率）

目　　　次

指 標 名

「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」の児童・生
徒の通過率

「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」の就学援助
（要保護、準要保護）受給世帯の児童・生徒の通過率【小学校】

「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」の就学援助
（要保護、準要保護）受給世帯の児童・生徒の通過率【中学校】

「全国学力・学習状況調査」の児童・生徒の平均正答率【小学校】

「全国学力・学習状況調査」の児童・生徒の平均正答率【中学校】

「全国学力・学習状況調査」の就学援助（要保護、準要保護）受給世帯の
児童・生徒の平均正答率【小学校】

「全国学力・学習状況調査」の就学援助（要保護、準要保護）受給世帯の
児童・生徒の平均正答率【中学校】

「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」の正答率
80％（高得点層）の児童・生徒、40％（低得点層）の児童・生徒の割合

「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習意識調査）」の「自分にはよ
いところがあると思う」の質問に肯定的に回答した児童・生徒の割合



1

子どもの貧困に関する指標について

子どもの貧困に関する指標の概要（一部抜粋）

足立区では、「未来へつなぐ あだちプロジェクト（足立区子どもの貧困対策実施計

画）」を平成27年度に策定し、その中で、計画の実効性を担保するため、子どもの貧困に

関する２４の指標を設定した。その数値変化を確認することで、状況を把握するとともに、

子どもの貧困対策の評価の際に、施策の実施状況や効果を検証していく。

◆「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」の就学援助受給世帯の児童・

生徒の通過率 ⇒P3、P4

小学校・中学校ともに、要保護世帯の児童・生徒の数値が一番低く、区全体や準要保護世

帯の児童・生徒との差が大きく開いている。

◆「全国学力・学習状況調査」の児童・生徒の平均正答率 ⇒P5、P6

小学校は全国平均値を上回っている。中学校は全国平均値を下回っているが、全国との

差は縮まってきている。

◆「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習意識調査）」の「自分にはよいところがある

と思う」との質問に肯定的に回答した児童・生徒の割合 ⇒P9

小学校・中学生ともに、数値に若干の上昇が見られる。特に中学生が上昇している。

◆区立中学校の高校進学率及び進路内訳 ⇒P10

全日制への進学率に大きな変化はないものの、23区との差は縮まってきている。また、

進路内訳の傾向としては、定時制に進学する生徒の割合が減り、通信制の割合が増えている。

◆生活保護世帯の子どもの高校等進学率及び進路内訳 ⇒P11

生活保護世帯の高校進学率は、年々上昇している。

全日制課程への進学率の区全体との差は、縮まってきている。

◆区内都立高校の中途退学者数（率） ⇒P12

中途退学者数は減少傾向にはあるが、定時制に通う生徒の中途退学率は年度によって増減が

大きい。

◆早期（３７週未満）に産まれた子どもの割合 ⇒P15

東京都全体の値と比較すると高い状況にあるが、年々減少している。

◆歯科検診で未処置の虫歯がある子どもの割合 ⇒P18

若干増減しながら減少しているが、23区の数値と比較すると、いまだに差が大きい。

◆就学援助率 ⇒P22

年々減少しているが、国や東京都と比較すると高い値である。
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１　「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」の児童・生徒の
　　通過率

【データ】足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）
【対　象】区立小学校２年生～６年生・中学校 全学年
【期　間】毎年
【目　的】小・中学校の児童・生徒の基礎学力の定着度を計る
＊通過率：目標値以上の正答があった児童・生徒の割合
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「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」の児童の通過率は、年度に

よって増減はあるが、上昇傾向にある。

「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」の生徒の通過率は、科目に

よって差はあるものの、上昇傾向にある。

子どもの貧困に関する指標の推移

2



小学校算数
要保護
準要保護
足立区全体

区と要保護の差
区と準要保護の差

２-1　「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」の就学援助
　　　（要保護、準要保護）受給世帯の児童・生徒の通過率【小学校】

【データ】足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）より抽出
【対　象】区立小学校２年生～６年生・中学校 全学年
【期　間】毎年
【目　的】就学援助受給世帯の児童・生徒の基礎学力の定着度を計る

＊通過率：目標値以上の正答があった児童・生徒の割合
 　要保護：就学援助受給世帯のうち、生活保護受給世帯の児童・生徒
 　準要保護：就学援助受給世帯のうち、生活保護受給世帯以外の児童・生徒
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年度に関わらず、要保護児童の通過率が一番低くなっている。国語は要保護児童と区全体

の通過率の差が広がっている。
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準要保護
足立区全体

区と要保護の差
区と準要保護の差

中学校数学

要保護
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足立区全体

区と要保護の差
区と準要保護の差

中学校英語

要保護
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足立区全体

区と要保護の差
区と準要保護の差

２-２　「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」の就学援助
　　　（要保護、準要保護）受給世帯の児童・生徒の通過率【中学校】

年度に関わらず、要保護生徒の通過率が一番低くなっている。特に、数学と英語の要保護

生徒の通過率が非常に低くなっている。
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【学習定着度調査の通過率（中学校数学）】％
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３-1　「全国学力・学習状況調査」の児童・生徒の平均正答率【小学校】

小学校
算数Ａ（足立区）
算数Ａ（全国）
算数Ｂ（足立区）
算数Ｂ（全国）
算数A　全国との差
算数B　全国との差

【データ】全国学力・学習状況調査
【期　間】毎年
【対　象】区立小学校６年生・中学校３年生
【目　的】小・中学校の児童・生徒の学力を計る

*Ａ問題：主に知識に関する問題
  Ｂ問題：主に活用に関する問題
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「全国学力・学習状況調査」小学校国語の平均正答率は、平成29年度と平成30年度は、全

国平均を上回っている。特に応用問題である国語Ｂの平均正答率は、全国平均値との差を広

げている。

「全国学力・学習状況調査」小学校算数の平均正答率は平成27年度から全国平均を上

回っており、全国平均値との差を広げている。
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３-２　「全国学力・学習状況調査」の児童・生徒の平均正答率【中学校】

中学校
国語Ａ（足立区）
国語Ａ（全国）
国語Ｂ（足立区）
国語Ｂ（全国）
国語Ａの全国との差
国語Ｂの全国との差

中学校
数学Ａ（足立区）
数学Ａ（全国）
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数学Ｂ（全国）
数学Aの全国との差
数学Bの全国との差
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40

45

50

55

60

65

70

75

80

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

【中学校 国語】％

足
立
区

国
語
Ｂ

全
国

国
語
Ｂ

足
立
区

国
語
Ａ

全
国

国
語
Ａ

61.6
59.6

61.7
63.7

64.4
62.8

64.6 66.1

38.4

41.9

45.3
44.2

41.6

44.8

48.1 46.9

30

35

40

45

50

55

60

65

70

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

【中学校 数学】％

足
立
区

数
学
Ｂ

全
国

数
学
Ｂ

足
立
区

数
学
Ａ

全
国

数
学
Ａ

「全国学力・学習状況調査」中学校国語の平均正答率は、平成27年度から一貫して全国平

均を下回っている。年度によって増減はあるものの、全国の平均正答率との差は縮まってい

る。

「全国学力・学習状況調査」中学校数学の平均正答率は、一貫して全国平均を下回ってい

るが、全国との差は若干縮まってきている。
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小学校算数
足立区全体
準要保護
要保護
要保護と全体の差
準要保護と全体の差

【データ】全国学力・学習状況調査より抽出
【対　象】区立小学校６年生・中学校３年生（抽出）
【期　間】毎年
【目　的】就学援助受給世帯の児童・生徒の学力を計る

*Ａ問題：主に知識に関する問題
  Ｂ問題：主に活用に関する問題

４-１　「全国学力・学習状況調査」の就学援助（要保護、準要保護）受給世帯の児童・
　　　　生徒の平均正答率【小学校】

「全国学力・学習状況調査」小学校国語の平均正答率は、要保護世帯の児童が一番低く、

特に活用問題である国語Ｂは大きく差が開いている。

「全国学力・学習状況調査」小学校算数の平均正答率は、要保護世帯の児童が一番低い。基

本的な問題である算数Ａにおいても、要保護と足立区全体との差は大きく開いている。

75.8

58.0

70.1

57.2

71.8

53.2

67.0

54.1

69.7

45.7

55.8

44.4

25

35

45

55

65

75

国語Ａ（H29） 国語Ｂ（H29) 国語Ａ（H30） 国語Ｂ（H30)

【全国学力調査の平均正答率（小学校国語・抽出校）】％

抽
出
校
全
体

要
保
護

準
要
保
護

81.1

46.4

66.2

51.2

75.9

40.4

63.5

47.2

69.7

34.3

52.3

30.5

25

35

45

55

65

75

85

算数Ａ（H29） 算数Ｂ（H29) 算数Ａ（H30） 算数Ｂ（H30)

【全国学力調査の平均正答率（小学校算数・抽出校）】％

抽
出
校
全
体

要
保
護

準
要
保
護
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要保護
要保護と全体の差
準要保護と全体の差

中学校数学
足立区全体
準要保護
要保護
要保護と全体の差
準要保護と全体の差

４-２　「全国学力・学習状況調査」の就学援助（要保護、準要保護）受給世帯の児童・
　　　　生徒の平均正答率【中学校】

「全国学力・学習状況調査」中学校国語の平均正答率は、要保護世帯の生徒が一番低い。

平成29年度と平成30年度を比較すると、要保護世帯と区全体の数値の差は縮まっている。

「全国学力・学習状況調査」中学校数学の平均正答率は、要保護世帯の生徒が一番低

い。基本的な問題である数学Ａにおいて、要保護と足立区全体との差が大きく開いている。

73.8

68.0

74.7

59.3

70.9

63.1

74.1

58.1

63.4

54.1

65.8

52.8

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

国語Ａ（H29) 国語Ｂ（H29) 国語Ａ（H30) 国語Ｂ（H30)

【全国学力調査の平均正答率（中学校国語・抽出校）】％

抽
出
校
全
体

要
保
護

準
要
保
護

60.3

43.9

63.0

42.7

55.9

40.5

61.1

40.8

43.6

34.6

50.9

31.8

25

30

35

40

45

50

55

60

65

数学Ａ（H29) 数学Ｂ（H29) 数学Ａ（H30) 数学Ｂ（H30)

【全国学力調査の平均正答率（中学校数学・抽出校）】％

抽
出
校
全
体

要
保
護

準
要
保
護
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６　「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習意識調査）」の「自分にはよいところ
　　があると思う」の質問に肯定的に回答した児童・生徒の割合

【データ】足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習意識調査）
【対　象】区立小学校２年生～６年生・中学校 全学年
【期　間】毎年
【目　的】小・中学校の児童・生徒の自己肯定感を計る

５　「足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」の
　　正答率80％（高得点層）の児童・生徒、40％（低得点層）の児童・生徒の割合

【データ】足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）
【対　象】区立小学校２年生～６年生・中学校 全学年
【期　間】毎年
【目　的】小・中学校の児童・生徒の基礎学力の分布状況を把握する

14.8

28.9

2.8

63.1

11.6

36.3

2.1

71.1

14.0

30.4

3.0

64.2

14.5

28.0

3.0

62.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80

中学校

正答率

40％未満

中学校

正答率

80％以上

小学校

正答率

40％未満

小学校

正答率

80％以上

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

％

H30
H29

H28
H27

71.9 71.7
72.7 72.0

60.9 60.7

62.5 62.0

58

60

62

64

66

68

70

72

74

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

％

小学生

中学生

H30
H29
H28
H27

足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」の小学校の高得点層の割合

は、平成27～29年度にかけて上昇している。 低得点層の割合は、平成29年度は若干減って

いるが、平均すると３％弱で大きな変化はない。 中学校も小学校と同様の傾向である。

足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習定着度調査）」で「自分にはよいところがある

と思う」の質問に肯定的に回答した割合は、小学校は72％程度で若干の上昇がみられる。中

学校は約60％から約62％へ上昇が見られる。
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その他
（残り）

７　区立中学校の高校進学率及び進路内訳（全日制、定時制、通信制、その他の進学率）

【データ】公立学校統計調査、学校基本調査
【対　象】区立中学校３年生
【期　間】毎年
【目　的】将来の所得を大きく左右する高校進学率を把握する

区立中学校の高校進学率は、全体としては２３区に近づいている。全日制課程への進学率

は、平成26年度は２３区全体より約５ポイント低かったが、平成29年度には約２ポイントまで

差を詰めている。

88.0

6.2
1.7 1.4

足立区H26卒

全日制

定時制
通信制

その他
高校進学率97.3％

93.3

2.7
1.31.3

２３区H26卒

高校進学率98.6％

全日制

定時制
通信制

その他

88.1

5.6
2.3 2.2

足立区H27卒

全日制

定時制
通信制

その他
高校進学率98.2％

87.7

4.7
3.8 2.2

足立区H28卒

全日制

定時制

通信制

その他

高校進学率98.4％

89.0

4.3
2.9 1.8

足立区H29卒

全日制

定時制
通信制

その他
高校進学率98.0％

93.2

2.8
1.7 1.3

２３区H27卒

高校進学率99.0％

全日制

定時制

通信制
その他

90.1

3.8
2.6 2.0

２３区H28卒

高校進学率98.5％

全日制

定時制

通信制

その他

90.8

3.3
3.0 1.4

２３区H29卒

高校進学率98.5％

全日制

定時制
通信制

その他

２３区足立区
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※自動計算（四捨五入）により、足し算と合わない場合あり

８　生活保護世帯の子どもの高校等進学率及び進路内訳（全日制、定時制、通信制、
　　その他の進学率）

【データ】高校進学・就学継続支援プログラムによる調査
【対　象】生活保護受給世帯の中学校３年生
【期　間】毎年
【目　的】将来の所得を大きく左右する高校進学率を把握する

ｃ活保護世帯の高校進学率は、年々上昇している。

全日制課程への進学率は、平成26年度には区全体より約26ポイント低かったが、年々上昇

し、平成29年度の差は約18ポイントとなっている。平成29年度の全日制課程への進学率は

前年度より約７ポイント上昇し、定時制課程への進学率は約５ポイント減少している。

定時制課程への進学率は、減少傾向にあるが、区全体と比較すると、平成29年度は約８ポ

イントの差がある。

88.0

6.2
1.7 1.4

足立区H26卒

全日制

定時制
通信制

その他

高校進学率97.3％

87.7

4.7
3.8 2.2

足立区H28卒

全日制

定時制

通信制
その他

高校進学率98.4％

88.1

5.6
2.3 2.2

足立区H27卒

全日制

定時制

通信制 その他
高校進学率98.2％

89.0

4.3
2.9 1.8

足立区H29卒

全日制

定時制

通信制

その他
高校進学率98.0％

62.1

23.9

3.4
4.2

生活保護世帯H26卒
高校進学率93.6％

全日制

定時制

通信制

その他

61.9
24.7

3.7
4.6

生活保護世帯H27卒
高校進学率94.9％

全日制定時制

通信制

その他

63.716.9

6.0

8.4

生活保護世帯H28卒
高校進学率95.0％

全日制定時制

通信制

その他

70.6

11.9

7.1

6.6

生活保護世帯H29卒

高校進学率96.2％

全日制

定時制

通信制

その他

生活保護

世帯
区 全体
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９　区内都立高校の中途退学者数（率）（全日制、定時制）

区内全日制中退者数
区内定時制中退者数

区内全日制中退率
区内定時制中退率

９の参考値　２３区内都立高校の中途退学者数（率）（全日制、定時制）

23区内定時制中退率

【データ】児童・生徒の問題行動等の実態について（東京都教育委員会）
【対　象】区内都立高校の生徒
　　　　　＊区内にある都立高校であり、中途退学者には区外からの通学者も含む

【期　間】毎年
【目　的】無業者やアルバイト等の不安定就労となるリスクが高い青年の人数と中途退学の
　　　　　　理由を把握する
　　　　　　　＊無業者：学校等に通学せず、ふだん収入を得ることを目的とした定職を持っていない者

139
122 117 113

71 100

71
80

2.26
1.99 1.88

1.79

10.81

16.08

12.68

16.74
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0
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

区内定時制中退者数 区内全日制中退者数
区内全日制中退率 区内定時制中退率

人 ％

914 788 898 792

1112

877 820
928

1.21 1.04 1.17
1.03

11.26

9.28

8.83

10.17

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

0

500

1000

1500

2000

2500

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

23区内定時制中退者数 23区内全日制中退者数

23区内全日制中退率 23区内定時制中退率

人 ％

2026人

1665人 1718人

定時制

全日制
全日制

定時制

1720人

210人
222人

188人

定時制

全日制 全日制

定時制 193人

区内都立高校の中途退学者数は、全体の人数としては減少傾向にあるが、定時制課程生

徒の中途退学率は年度によって増減が大きい。

下のグラフの２３区内都立高校の中退率と比べると、全日制・定時制とも高い値になってい

る。

２３区内都立高校の中途退学者数は、年度によって人数の増減はあるが、全日制課程生

徒の中退率は１％強で推移している。定時制課程生徒の中退率は、平成27年度から平成29

年度にかけて減少したが、平成30年度は上昇し10％を越えている。
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１０　生活保護世帯の子どもの高校中途退学者数（率）（全日制、定時制）

《参考》区内生活保護世帯、区内都立高校、２３区内都立高校の中退率の比較

区内都立全日制中退率
区内都立定時制中退率
23区内都立全日制中退率
23区内都立定時制中退率

【データ】高校進学・就学継続支援プログラムによる調査
【対　象】生活保護受給世帯の高校生
【期　間】毎年
【目　的】無業者やアルバイト等の不安定就労となるリスクが高い青年の人数と中途退学の
　　　　　　理由を把握する
　　　　　＊無業者：学校等に通学せず、ふだん収入を得ることを目的とした定職を持っていない者
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全日制

全日制

定時制

定時制

17人

35人

24人

2.26 1.99 1.88
1.79

10.81

16.08

12.68

16.74

1.21 1.04 1.17 1.03

11.26

9.28 8.83

10.17

2.42
3.34 3.77

2.52

6.56

15.33

5.32

3.15

0

2

4
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

区内都立

定時制

区内生活保護世帯

定時制

23区内都立

定時制

区内生活保護世帯

全日制

区内都立

全日制

23区内都立全日制

27人

％

生活保護世帯の高校の中途退学者は、年度によって人数の増減は大きく出ているが、平成

29年度は全日制・定時制課程ともに中退率は低い値となっている。

生活保護世帯の全日制課程の中退率は、区内都立高校の全日制課程の中退率より高く

なっている。全日制課程は総じて平成28年度より平成29年度の中退率が下がっている。

定時制課程は年度によって中退率の変動が大きい。生活保護世帯の定時制課程の中退

率は、区内都立高校定時制の中退率よりも低い。特に、平成28年度から平成29年度にかけ

て、区内都立高校及び２３区都立高校の中退率が上がっているにも関わらず、生活保護世

帯の中退率は大きく減少している。
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１１　区内都立高校の卒業時の進路未決定者数（率）

卒業時に進路未決定の者
一時的な仕事に就いた者

卒業時に進路未決定の率（区内）

卒業時に進路未決定の率（23区）

１２　生活保護世帯の子どもの高校卒業時の進路未決定者数（率）

【データ】学校基本調査
【対　象】区内都立高校の卒業年次生徒
【期　間】毎年
【目　的】無業者やアルバイト等の不安定就労のリスクが高い青年の人数を把握する
　　　　　＊無業者：学校等に通学せず、ふだん収入を得ることを目的とした定職を持っていない者

【データ】高校進学・就学継続支援プログラムによる調査
【対　象】生活保護受給世帯の高校卒業年次生徒
【期　間】毎年
【目　的】無業者やアルバイト等の不安定就労のリスクが高い青年の人数を把握する
　　　　　＊無業者：学校等に通学せず、ふだん収入を得ることを目的とした定職を持っていない者
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卒業時に進路未決定の者（生活保護） 卒業時に進路未決定の率（生活保護）

卒業時に進路未決定の率（区内）

人 ％

卒業時に進路

未決定の率

（区内都立高校）

卒業時に進路未決定

の率（生活保護）

区内都立高校の「卒業時の進路未決定者」は減少傾向にある。未決定者の率も減少し、平

成28年度は２３区全体の率を2.5ポイント下回っている。

区内都立高校の「一時的な仕事に就いた者」は減少傾向にあったものの、平成28年度に人

数、割合ともに上昇した。

生活保護世帯の高校卒業時の進路未決定者の数は増減を繰り返している。H28年度から

は人数、割合とも上昇している。
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１３　小学校・中学校の不登校者数（率）

小学校（人数）
中学校（人数）
足立区小学校（率）
足立区中学校（率）
東京都小学校（率）
東京都中学校（率）

１４．早期（37週未満）に産まれた子どもの割合

東京都

【データ】児童・生徒の問題行動等の実態について（東京都教育委員会）
【対　象】区立小・中学校の児童・生徒
【期　間】毎年
【目　的】何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因に問題を持つ児童・生徒数を
　　　　　把握する

【データ】東京都人口動態統計
【対　象】区内出生者数
【期　間】毎年
【目　的】妊婦に対する支援の成果として発育リスクの高い出産（妊婦）の人数を把握する
　＊早期：妊娠37週未満　正期：妊娠37週から42週未満　過期：妊娠42週以降
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人 ％
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中学校

足立区中学校（率）

東京都中学校（率）

東京都小学校（率）

足立区

小学校（率）

6.0 6.0

5.8
5.7

5.4
5.3 5.3

4.8

5.0

5.2

5.4

5.6

5.8

6.0

6.2

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

東京都

足立区

％

小学校・中学校の不登校者数は、年々数が増えていたが、平成29年度は減少した。不登校

率も同様の動きをしている。

東京都全体の小学校・中学校の不登校率と比較すると、東京都も増加傾向にあるが、小学

校・中学校とも足立区の方が高い割合となっている。

早期（37週未満）に生まれた子どもの割合は、東京都全体の値と比較すると高い状況にあ

るが、年々減少傾向にある。
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１６　養育困難世帯の発生率

養育困難世帯の発生率

【データ】こども家庭支援課による集計
【対　象】全養育世帯
【期　間】毎年
【目　的】児童虐待世帯の発生率を計る

＊養育困難世帯：児童虐待世帯及び今後、児童虐待につながる恐れがある養育に係る課題を
　抱え、特に養育支援を行う必要があると認められる世帯

１5　乳児健診のアンケートで「子育てを負担に感じたりイライラしたりする」と回答した人
　　　の割合

【データ】３～４か月児、１歳６か月児、３歳児健康診査アンケート
【対　象】乳児健康診査受診者
【期　間】毎年
【目　的】親の育児へのストレス状況を計る

40.4 40.7 40.4 40.5
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54.3 53.9 54.5
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64.6 64.1
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％

3歳児健診

1歳6か月児

健診

3～4か月児

健診

0.98

0.85

1.07
1.16

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

％

乳児検診のアンケートで「子育てを負担に感じたりイライラしたりする」と回答した人の割合

は、過去４年間において、いずれの健診に関しても数値に大きな変化は見られない。

子どもの年齢が上がるにつれて、「負担に感じたり、イライラしたりする」割合が上昇している。

養育困難世帯の発生率は、若干の増減はあるものの、上昇傾向にある。
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１７　養育困難世帯の解決率

１８　歯科健診でむし歯ありの判定を受けた子どもの割合

【データ】東京都学校保健統計書
【対　象】区立小学校１年生
【期　間】毎年
【目　的】子どもの生活環境・成育環境を把握する

【データ】こども家庭支援課による集計
【対　象】養育困難世帯
【期　間】毎年
【目　的】児童虐待世帯の改善率を計る

＊解決：相談・指導・助言のほか、育児支援や家庭支援を行うことにより養育に係る課題が改善し、児童虐待の
　　　　　恐れが著しく低下したこと
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34.9
33.1 32.6

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0
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％

足立区

２３区

養育困難世帯の解決率は上昇傾向にあったが、平成29年度は前年度より11ポイント減

少した。

歯科健診でむし歯ありの判定を受けた子どもの割合は、減少傾向にあるが、２３区とは約

７％の差で推移している。
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１９　歯科健診で未処置のむし歯がある子どもの割合

２０-１　子どもの朝ごはん摂取率（５歳児から中学２年生）

【データ】東京都学校保健統計書
【対　象】区立小学校１年生
【期　間】毎年
【目　的】子どもの成育環境を把握する（親の子どもへの係わり方を把握する）

【データ】子ども政策課による集計（区立保育園・こども園）
　　　　　足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習意識調査）
【対　象】区立保育園・こども園通園児童（５歳児）
　　　　　区立小学校２、４、６年生　中学校２年生
【期　間】毎年
【目　的】子どもの正しい生活習慣の定着度を計る
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歯科健診で未処置のむし歯がある子どもの割合は、若干上下しながら減少傾向で推移し

ている。

子どもの朝ごはんの摂取率は、平成27年度から一貫して小学４年生が一番高く、中学２年生

が一番低い。

小学生までは約95％の摂取率をキープしているが、中学２年生になると約90％に低下する。
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２０－２　子どもの朝ごはん摂取率（小学２年生・小学４年生　全国との比較）

*全国値：区学力調査と同一業者による調査を実施している自治体での平均値

２０－３　子どもの朝ごはん摂取率（小学６年生・中学２年生　全国との比較）

*全国値：区学力調査と同一業者による調査を実施している自治体での平均値
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朝ごはんの摂取率は、小学２年生、小学４年生とも全国平均値とそれほど大きな差はな

い。

朝ごはんの摂取率は、小学６年生、中学２年生とも若干ではあるが年々減少傾向にあり、

全国平均値との差が広がっている。
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小４準要保護
小４全体

２１－１　就学援助（要保護、準要保護）受給世帯の児童・生徒の朝ごはん摂取率
　　　　　（小学２年生・小学４年生）

【データ】足立区基礎学力定着に関する総合調査（学習意識調査）より抽出
【対　象】就学援助受給世帯の小学校２、４、６年生　中学校２年生
【期　間】毎年
【目　的】児童・生徒の正しい生活習慣の定着度を計る

２１－２　就学援助（要保護、準要保護）受給世帯の児童・生徒の朝ごはん摂取率
　　　　　（小学６年生・中学２年生）
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中２全体

準要保護世帯の朝ごはんの摂取率は、区全体の数値と大きな差はないが、要保護世帯

の摂取率は区全体と比較すると低い数値になっている。母数が少ないためだと思われる

が、年度によって数値の変動が大きい。

20



２２　ひとり親に対する就業支援事業による就業率及び正規雇用率

２３　児童扶養手当を受給しているひとり親の就業率及び正規雇用率

〔参考〕全国父子世帯の就業率（H28)
〔参考〕全国母子世帯の就業率（H28）

【データ】親子支援課による集計
【対　象】児童扶養手当受給者
【期　間】毎年
【目　的】ひとり親家庭の就業状況を把握する

【データ】親子支援課による集計
【対　象】就業支援事業利用者
【期　間】毎年
【目　的】就業支援事業による、ひとり親家庭の就業状況を把握する
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〔参考〕全国父子世帯の正規雇用率（H28）

〔参考〕全国母子世帯の正規雇用率（H28)

児童扶養手当を受給しているひとり親の正規雇用

率

〔参考〕全国父子世帯の就業率（H28)

〔参考〕全国母子世帯の就業率（H28）

児童扶養手当を受給しているひとり親の就業率

H28年度 H29年度 H30年度
％

ひとり親に対する就業支援事業による就業率は平成27年度から上昇しており、母子世帯の

全国平均値を上回っているが、正規雇用率は年々減少している。

児童扶養手当を受給しているひとり親の就業率は、８割程度で増減している。正規雇用率

は４割程度であるが、年々増加している。

※全国値は５年に一度の調査のため

H28が最新数値
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H30
H29
H28

H30
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２４　就学援助率

※文部科学省はH28から就学援助率を公表していない

【データ】学務課による集計
【対　象】小・中学校に通う子どもがいる世帯
【期　間】毎年
【目　的】小・中学校に通う子どもがいる世帯の経済状況を計る
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就学援助率は小学校、中学校とも減少傾向にあるが、東京都や全国平均値とは差が大き

い。
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平成３０年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

平成３１年３月２７日 

件 名 後期高齢者医療制度の保険料軽減特例の見直しについて 

所 管 部 課 区民部高齢医療・年金課 

内 容 

後期高齢者医療の保険料の軽減特例については、以前から国において、
制度の持続性を維持するため、世代間の負担の公平を図り、負担能力に
応じた負担を求める観点から見直すこととされていた。 
今般、２０１９年１０月の低所得者に対する介護保険料軽減拡充や年

金生活者支援給付金の支給に合わせ、均等割の軽減特例を見直すことと
なったので報告する。 
 

１ 経緯 
（１）後期高齢者医療制度では、法令により、被保険者世帯の所得によ

り、保険料均等割の軽減措置（７割、５割、２割）が設けられてい
る。 

（２）さらに、特例として７割軽減の対象者については、世帯所得に応
じて軽減措置を上乗せし、９割、８．５割軽減としてきた。 

（３）平成２８年１２月、国は、保険料均等割について、「均等割の軽
減特例の見直しについては、低所得者に対する介護保険料軽減の拡
充や年金生活者支援給付金の支給とあわせて実施する」こととした。 

（４）２０１９年１０月に上記（３）の社会保障充実策が開始されるこ
とから、保険料軽減特例の見直しも合わせて実施することとなった。 

 
２ 見直しの内容（情報連絡２-１、別添、情報連絡２-２参照） 

７割軽減対象者について、更に軽減を上乗せし９割、８．５割軽減と
している部分について、以下のとおり見直しを実施する。 

（１）９割軽減 
   介護保険料の軽減拡充や年金生活者支援給付金の支給に合わせ、

２０１９年１０月から本則の７割軽減とする。 
（２）８．５割軽減 
   同様に２０１９年１０月から本則の７割軽減とする。 
   ただし、年金生活者支援給付金の支給対象外のため、激変緩和措

置として特例的に１年間、８．５割軽減を継続する。 
 
３ 想定される区民への影響 
（１）一定期間、所得の低い者の保険料負担が高くなる逆転現象が生じ

る。 
（２）年金生活者支援給付金が給付されない等、負担軽減の効果が少な

いケースもある。 
 
４ 今後の方針 
（１）区内の被保険者への影響について、詳細を確認し精査するととも

に、制度の見直しについて丁寧に周知、広報を行っていく。 
（２）今後の負担軽減策について、国、広域連合の動向を注視していく。 

 

情報連絡２  



【今回の見直しに伴う保険料均等割の比較（イメージ）】 

 

 ※ 記載の金額は現在の保険料額に基づく。 

※ 特別徴収の場合。実際は２か月分を一度に徴収し、金額は端数調整あり。 

年金収入 

８０万以下 １６８万以下 

軽減割合 
均等割 

保険料月額 

年間保険料額 

（現行との差） 
軽減割合 

均等割 

保険料月額 

年間保険料額 

（現行との差） 

平成３０

年度 
９割 358円 4,300円 ８．５割 533円 6,400円 

平成３１

年度 

(注) 

９割 

(９月まで) 
358円  

8,600円 

(＋4,300円) 

８．５割 533円 

 

6,400円 

 (±0円) 
７割 

(１０月～) 
1,075円 

２０２０

年度 

(注) 

７割 1,075円 

 

12,900円 

(＋8,600円) 

８．５割 

(９月まで) 
533円  

9,700円 

(＋3,300円) 
７割 

(１０月～) 
1,075円 

２０２１

年度 
７割 1,075円 

 

12,900円 

(＋8,600円) 

７割 1,075円 

 

12,900円 

(＋6,500円) 

区内 

対象者数 
約 19,000人 約 19,000人 

 

（注） 保険料の軽減割合の適用に関しては、年度を通して保険料率を一定にする必要が

あることから、条例上における軽減割合は以下のとおり。 

①平成３１年度９割軽減  ・・・条例上、年度を通じて８割軽減 

②２０２０年度８．５割軽減・・・条例上、年度を通じて７．７５割軽減 
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今回の見直しによる所得階層別に見た手取り額の増減影響のイメージ
（平年度・全国平均額を月額換算したもの・単身世帯）

平均基礎年金額

約61万円/年

基礎年金満額

約78万円/年

年収

約88～120万円

年収

120～155万円

年収

155～168万円

年収

168万円～

負

担

減

・

給

付

増

負

担

増

赤実線は、▲8.5割軽減対象者に係る補填を

行った場合の2019年10月からの額

（注１）2019年10月からの単身世帯の負担増減を試算したもの（年金生活者支援給付金は同年12月から支給開始）。

（注２）年金生活者支援給付金は、国民年金の保険料納付済期間等に比例する方式で支給額を算定（保険料納付済期間480か月の場合、5,000円／月）。

（注３）別途、住民税非課税者の場合、プレミアム付商品券を購入可能。

▲９割軽減対象者 ▲８.５割軽減対象者 →2020年10月から ▲560円/月 が発生
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平成３０年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

平成３１年３月２７日 

件 名 児童館の日曜開館実施および利用時間延長について 

所 管 部 課 地域のちから推進部 住区推進課 

内 容 

平成３１年度から、一部の児童館の日曜開館実施および利用時間延長

を下記のとおり行う。 

記 

１ 一部の児童館における日曜開館の試行実施 

子どもの居場所づくりとして、日頃から利用者数が多く、日曜日利

用の拠点となりうる児童館を日曜日にも開館する。 

【日曜開館を実施する児童館（２館）】 

東和、鹿浜 

２ 児童館の利用時間延長 

  一部の児童館の利用時間（冬季は午後５時まで）を延長し、全児童 

 館を通年で午前１０時から午後６時まで開館する。 

 ※土曜日・学校休日は午前９時から午後６時まで。 

  【時間を延長する児童館（１０館）】 

青井、渕江分館、西新井、弘道、新田、栗島、大谷田谷中、神明、

東伊興分館、桜花分館 

３ 今後の方針 

（１）児童館の日曜開館について、利用者数等を鑑みながら、次年度以 

  降の増設を検討していく。 

（２）利用時間を延長する児童館に、「ランドセルで児童館」登録者が利 

  用できるメール配信サービスを順次設置する。 
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平成３０年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

平成３１年３月２７日 

件 名 子育てサロンおおやたの土曜日開設について 

所 管 部 課 地域のちから推進部 住区推進課 

内 容 

父親等の男性や平日働いている方でも利用できるようにすることで、

子育てサロンの利用者層の拡大を図るため、平成３１年度から子育てサ

ロンおおやたの土曜日開設を行う。 

 

１ 子育てサロンおおやたの土曜日試行状況 

土曜日の利用数を測るため、平成３０年１０月から第２土曜日の開

設を試行した（３月まで実施）。 

   平日一日の平均利用１５人に対して、おおむね上回った。 

   １０月１３日（土）２７人  １月１２日（土）３０人 

  １１月１０日（土）２５人  ２月 ９日（土）１４人 

   １２月 ８日（土）１６人 

     なお、男性利用は、平日一日の平均利用０.０４人に対して、土曜日

は１．８人と増加した。 

 

２ 子育てサロン（単独１２か所）の開設日 

月～土曜（＊は日曜も実施） 月～金曜 

綾瀬、六月、 

おおやた（平成３１年度より）、 

千住大橋（＊）、西新井（＊）、 

東保木間（＊） 

上沼田、北鹿浜、新田、関原、

千住、竹の塚 

 

３ 今後の方針 

今後の他サロンの土曜開設については、施設的な条件等を鑑みなが

ら検討していく。 
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平成３０年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

平成３１年３月２７日 

件 名 平成３１年度学童保育室の入室申請受付状況について 

所 管 部 課 地域のちから推進部 住区推進課 

内 容 

平成３１年度学童保育室の入室申請受付状況（平成３０年１２月３日締

切日現在）を下記のとおり報告する。 

記 

１ 平成３１年度学童保育室の入室申請受付件数 

（申請受付期間１１／１２～１２／３） 

年 度 
学童保

育室数 

定員 

A 

定員弾

力 B 

受入可能数 

C＝A+B 

申請者数 

D 

差 

C-D 

平成 31年度① １１４ ４，６７１ ３５８ ５，０２９ ５，３４３ －３１４ 

平成 30年度② １１４ ４，６４１ ３６５ ５，００６ ５，１５２ －１４６ 

増減①－② ±０ ＋３０ －７ ＋２３ ＋１９１ －１６８ 

 

２ 地域別申請受付件数（第一希望別）※別紙１を参照 

地 域 
H31 

年度 

室数 

H31年度 

受入可 

能数 A 

申請者数 
差 
A-B １ 

年 

２ 

年 

３ 

年 

４

年 

５

年 

６

年 

合計 

B 

千住 12 529 241 193 146 46 16 4 646 -117 

綾瀬･東和 13 585 222 206 137 52 10 10 637 -52 

大谷田･佐野 8 324 108 105 50 42 11 2 318 6 

中央本町 10 442 163 144 93 42 10 2 454 -12 

花畑･保塚 11 499 213 167 101 46 11 6 544 -45 

竹の塚･六月 11 486 160 129 113 48 19 7 476 10 

梅島･梅田 9 395 143 132 111 43 7 5 441 -46 

西新井･江北 14 580 165 167 124 65 24 11 556 24 

伊興 8 357 166 130 99 47 7 6 455 -98 

鹿浜･舎人 10 436 161 142 91 44 12 6 456 -20 

新田･江南 8 396 114 118 88 30 10 0 360 36 

合 計 114 5,029 1,856 

 

1,633 1,153 505 137 59 5,343 -314 

参考（H30年度） 5,006 1,758 1,574 1,182 458 153 27 5,152 -146 

 

３ 今後の方針 

今後、学童保育室の定員増や児童館への入退室メール配信サービスの

導入拡大、児童館特例利用の推進、放課後子ども教室との連携等で、小

学生の安全な居場所づくりを進めていく。 
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平成３０年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

平成３１年３月２７日 

件 名 足立区孤立ゼロプロジェクト推進活動の実施状況について 

所管部課 絆づくり担当部 絆づくり担当課 

内 容 

１ 孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会について【平成３１年１月末日現在】 

調査終了町会・自治会数 終了率 

２回目以降：２９６団体 ６７．３％ 

   ※全町会・自治会で１回目調査終了 １００％達成（平成３０年３月末） 

別紙、情報連絡 6-1「孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧」参照 

２ 高齢者実態調査実施状況について（累計）【平成３１年１月末日現在】 

【調査世帯数内訳】70歳以上単身世帯：35,045世帯、75歳以上のみ世帯：10,255世帯 

３ 調査世帯のその後の対応について【平成３１年１月末日現在】 

地域社会や支援につながった方：３，８９５世帯（累計、下記太枠内） 

※１２月（前回報告）以降つながった方：５２世帯 

 
地域包括支援ｾﾝﾀー  

により状況確認中 

孤立状態で 
ないと判断 

地域社会や支援につながった 

絆のあんしん 
協力員の訪問 

地域包括支援 
ｾﾝﾀー による支援 

介護保険 
サービス開始 

地域社会と 
つながった世帯 

孤立のおそれ 

５，４７７世帯 

３３４世帯 

（６．１％） 

３，１５２世帯 

（５７．５％） 

８５世帯 

（１．６％） 

４９１世帯 

（９．０％） 

８２９世帯 

（１５．１％） 

５８６世帯 

（１０．７％） 

入院･不在等 

４，４３６世帯 

５８６世帯 

（１３．２％） 

２，７５７世帯 

（６２．２％） 

２４世帯 

（０．５％） 

３１９世帯 

(７．２％） 

４２４世帯 

（９．６％） 

３２６世帯 

(７．３％） 

不同意 

２，２０７世帯 

２２４世帯 

（１０．１％） 

１，１７２世帯 

（５３．１％） 

１６世帯 

（０．７％） 

２６３世帯 

（１１．９％） 

２３７世帯 

（１０．７％） 

２９５世帯 

（１３．４％） 

合計 

１２，１２０世帯 

１，１４４世帯 

（９．４％） 

７，０８１世帯 

（５８．４％） 

１２５世帯 

（１．０％） 

１，０７３世帯 

（８．９％） 

１，４９０世帯 

（１２．３％） 

１，２０７世帯 

（１０．０％） 

※調査後の転出・死亡等２，７５３世帯含む 

 

 

調査世帯数 孤立なし 孤立のおそれ 入院･不在等 不同意 

４５，３００世帯 

（５５，４８６人） 

３３，１８０世帯 

（４１，３１４人） 

５，４７７世帯 

（６，８１８人） 

１３．４０％ 

４，４３６世帯 

（４，６９３人） 

２，２０７世帯 

（２，６６１人） 

５．４０％ 
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４ 「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」について 

日常的に見守りや声かけを行う町会・自治会等に、区が見守り応援グッズを提供

し、自主的な見守り活動を後押しします。見守り活動には、戸別訪問、集会室や会

館を使った居場所づくりなどがあります。 

（１）実施団体数【平成３１年１月末日現在】 

実施団体 
① 集合住宅のみの 

町会・自治会 

② ①以外の 

町会・自治会 
マンション管理組合 

７８団体 ４９団体 ２８団体 １団体 

※１２月（前回報告）以降実施：２団体 

（２）実施内容 

声かけ訪問 居場所づくり 

戸別訪問（行事参加促進など） ３０ カラオケ ７ 

敬老祝い訪問 ３０ 脳トレや簡単な体操 ６ 

清掃活動 １８ お茶飲み会 ５ 

会費集金 ７ グランドゴルフ ２ 

ラジオ体操 ４ 卓球 ２ 

避難訓練 ３ 認知症カフェ ２ 

申込者あての電話確認 １ 誕生日会 １ 

その他 

（行事欠席者への訪問など） 
４ その他サロン活動 １７ 

※数字は団体数（重複あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



※町会・自治会名が網掛けの団体は、「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施

１回目 ２回目 ３回目 合計

1 千住旭町自治会 22 22

2 千住旭町会 4 4

3 千住東一丁目町会 8 2 10

4 千住東町町会 14 6 20

5 千住東二丁目自治会 1 1

6 千住曙町自治会 6 6

7 千住関屋町会 5 1 6

8 柳原東町会 9 9

9 柳原西町会 14 14

10 柳原南町会 8 3 11

11 柳原北町会 17 17

12 日ノ出町自治会 19 19

13 日ノ出町団地自治会 15 11 26

14 千住東町住宅自治会 9 9

15 関屋ステーションハイツ自治会 2 2

16 北千住パークファミリア自治会 5 5

17 グリーンコーポ千寿自治会 8 1 9

18 シテヌーブ北千住３０自治会 0 0 0

19 千住関屋町自治会 1 0 1

20 コスモシティ北千住自治会 2 2

21 コーシャハイム北千住自治会（休会中） 0 2 2

22 イニシア千住曙町自治会 0 0

23 サングランデ千住曙町自治会（注１）

24 千住橋戸町自治会 16 16

25 千住河原町自治会 17 2 9 28

26 千住仲町会 24 4 2 30

27 千住緑町町会 33 33

28 千住宮元町町会 5 1 6

29 千住中居町会 10 6 16

30 千住龍田町町会 27 27

31 千住桜木町町会 2 1 3

32 千住桜木二丁目町会 16 2 18

33 リバーサイド桜木自治会 5 3 8

34 都営桜木町アパート一号棟自治会 3 1 4

35 都営桜木町アパート二号棟自治会 23 7 30

36 千住桜木一丁目都営アパート自治会 20 6 26

37 千住一丁目町会 3 3

38 千住二丁目町会 6 6

39 千住三丁目町会 8 8

40 千住四丁目町会 23 23

41 千住五丁目町会 13 13

フラッツ北千住自治会（解散） 1 1

42 千住大川町東町会 3 6 9

43 千住大川町西町会 9 2 11

44 千住大川町南町会 8 8

45 千住元町町会 14 13 27

46 千住柳町町会 13 13

47 千住寿町南町会 7 7

48 千住寿町北町会 6 5 11

49 都営千住元町団地一・二号棟自治会 8 5 13

50 都営千住元町団地三・四号棟自治会 7 7

51 北千住第二ダイヤモンドマンション自治会 0 0

情報連絡6-1
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孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３１年１月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名



※町会・自治会名が網掛けの団体は、「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施

１回目 ２回目 ３回目 合計

情報連絡6-1

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３１年１月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名

52 高野町会 15 15

53 下沼田町会 32 32

54 江北二丁目住宅自治会 4 4

55 上沼田町会 30 30

56 都営上沼田アパート東和会 30 10 40

57 都営上沼田アパートむつみ会 2 1 3

58 堀之内町会 7 7

59 西新井本町住宅自治会 6 4 10

60 都営扇二丁目アパート自治会 9 3 12

61 江北一丁目自治会 7 0 7

62 ソフィア西新井自治会 2 0 2

63 扇町会 0 0

64 扇サンハイツ町会 1 1 2

65 エンゼルハイム江北自治会 0 0 0

66 江北三丁目自治会 3 2 5

67 江北一丁目第三自治会 13 3 16

68 都営アパート扇１０号棟自治会 7 1 8

69 都営江北四丁目アパート自治会 39 39

70 小台町会 20 20

71 宮城町会 16 6 22

72 宮城第三団地自治会 28 2 30

73 尾久橋スカイハイツ自治会 2 1 3

74 ラ・セーヌ小台自治会 0 0

75 ライオンズマンション荒川遊園アクアステージ自治会 2 2

76 グランシティレイディアントタワー自治会 0 0

77 新田町会 37 10 47

78 都営新田一丁目アパート自治会 26 8 1 35

79 新田二丁目第二自治会 0 0 0

80 グランスイートハートアイランド自治会 0 0 0

81 オーベルグランディオハートアイランド自治会（注２）

（新田ハートアイランド地区） 16 1 17

82 本木東町会 5 3 3 11

83 本木西町会 12 3 1 16

84 本木北町みのり町会 9 0 1 10

85 本木南町会 13 2 3 18

86 本木三丁目北町会 5 1 2 8

87 扇一丁目寺地明和会 6 0 3 9

88 扇一丁目親友町会 7 0 2 9

89 扇一丁目協和会 5 0 2 7

90 扇一丁目親栄町会 1 0 0 1

91 扇一丁目北町会 2 1 1 4

92 扇南町会 2 3 7 12

93 扇三丁目町会 10 4 1 15

94 興野町会 22 7 9 38

95 都営扇三丁目アパート自治会 5 1 1 7

96 扇一丁目第三団地自治会 8 4 3 15

97 扇一丁目親睦自治会 12 0 3 15

98 都営扇一丁目第二アパート自治会 3 0 1 4

99 本木一丁目町会 13 9 1 23

100 本木一丁目中町会 7 3 10

101 本木一丁目南町会 11 2 13

102 関原二丁目南町会 5 5 10

梅田

江北

新田

江南

興本



※町会・自治会名が網掛けの団体は、「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施

１回目 ２回目 ３回目 合計

情報連絡6-1

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３１年１月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名

103 関原三丁目東町会 22 3 25

104 中曽根町会 18 2 4 24

105 関原二丁目町会 12 1 13

106 関原三丁目町会 25 7 3 35

107 梅田東町自治会 25 3 2 30

108 梅田通町会 16 10 5 31

109 梅田神明町自治会 14 8 22

110 梅田本町自治会 23 4 1 28

111 梅田上町自治会 16 0 4 20

112 梅田稲荷町会 17 1 0 18

113 梅田正和町会 17 4 21

114 梅田亀田町会 7 1 0 8

115 梅田八丁目アパート自治会 22 1 2 25

116 コープ野村梅島自治会 6 0 0 6

117 マーシャンハイツ梅島自治会 3 0 3

118 梅島グリーンマンション自治会 0 0 0

119 朝日プラザ梅田自治会 1 2 0 3

120 梅島ビューハイツ自治会 3 0 0 3

121 プラウドシティ梅島自治会 0 0 0 0

122 リライズガーデン西新井自治会 0 2 2

123 足立高砂町会 24 14 5 43

124 五反野西町会 23 13 11 47

125 足立東町会 9 5 4 18

126 足立日吉町会 7 7 3 17

127 足立四丁目町会 8 2 3 13

128 八千代自治会 33 4 1 38

129 中央本町若松町会 14 2 2 18

130 中央本町自治会 10 3 2 15

131 都営梅田三丁目アパート自治会 1 1 2

132 島根町会 99 99

133 梅島町会 50 50

134 梅島栄町会 2 4 6

135 中央本町弥生町会 5 1 6

136 中央本町弥生自治会 11 11

137 梅島二丁目東町会 6 6

138 中央本町一丁目町会 0 2 2

139 中央本町栄町会 5 3 8

140 島根第二都住自治会 5 0 5

141 島根四丁目住宅自治会 3 1 4

142 島根四丁目第三自治会 5 1 6

143 島根六月自治会 13 13

梅島ハイタウン自治会（解散） 1 1

144 ザ・ウィンベル中央公園自治会 1 0 1

145 綾瀬西町会 15 15

146 西綾瀬三丁目自治会 12 2 14

147 西綾瀬町会 29 18 47

148 西綾瀬四丁目自治会 0 0 0

149 西綾瀬三丁目第二自治会 6 0 6

150 弘道一丁目町会 19 19

151 弘道一丁目第二自治会 3 3

152 弘道一丁目第４自治会 3 3

153 弘道二丁目町会 11 11

梅田

中央本町



※町会・自治会名が網掛けの団体は、「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施

１回目 ２回目 ３回目 合計

情報連絡6-1

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３１年１月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名

154 弘道二丁目中央自治会 17 17

155 青井二丁目町会 17 17

156 弘道二丁目梅の自治会 17 17

157 弘道第三団地自治会 2 2

158 弘道一丁目自治会 0 0

159 弘道二丁目五月自治会 0 0

160 五反野第２スカイハイツ自治会 1 1 2

161 弘道一丁目第５自治会 3 0 3

162 青井二丁目二ツ家町会 4 4

163 青井三丁目町会 9 5 14

164 青井兵和町会 0 0

165 青井第一自治会 8 1 9

166 青井一丁目町会 8 4 12

167 青井四丁目二ツ家本町会 2 2

168 青井四丁目住宅自治会 0 1 1

169 青井四丁目第六住宅自治会 1 1

170 青井四丁目第三自治会 3 3

青井五丁目西町会（解散） 3 3

171 西加平町会 3 3

172 青井六丁目町会 14 14

173 中央本町三丁目町会 11 11

174 中央本町四丁目町会 8 8

175 中央本町五丁目町会 7 7

176 中央本町五丁目住宅親交会 6 6

177 中央本町四丁目団地自治会 14 14

178 青井五丁目供給公社自治会 2 2 4

179 五反野スカイハイツ自治会 4 4

180 青井五丁目睦自治会 1 1

181 青井六丁目アパート自治会 2 2

182 青井三丁目中央自治会 14 14

183 日商岩井綾瀬マンション自治会 7 2 9

184 青井三丁目東自治会 2 2

185 都営青井二丁目住宅自治会 0 0 0

186 青井四丁目緑会 2 1 3

187 ダイアパレス綾瀬自治会 1 1

188 青井四丁目第四自治会 0 0 0

189 青井四丁目第五自治会 2 4 6

190 グリーンパーク第５綾瀬自治会 1 1

191 ビューネ北綾瀬自治会 0 0

192 五反野第３スカイハイツ自治会 4 4

193 五反野住宅自治会 2 2

194 中央本町４丁目２号棟自治会（注３）

195 中央本町四丁目４号棟自治会（注３）

196 中央本町四丁目三号棟自治会（注３）

197 中央本町四丁目一号棟自治会（注３）

198 綾瀬自治会 24 7 31

199 東和一丁目自治会 12 6 18

200 綾瀬東町会 22 8 30

201 普賢寺自治会 26 5 31

202 蒲原自治会 17 6 23

203 上谷中町自治会 9 2 11

204 下谷中町自治会 12 12

中央本町

東綾瀬



※町会・自治会名が網掛けの団体は、「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施

１回目 ２回目 ３回目 合計

情報連絡6-1
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区民事務所名 町会・自治会名

205 普賢寺住宅自治会 9 1 10

206 東淵江自治会 18 4 22

207 蒲谷自治会 22 2 24

208 綾瀬七丁目団地自治会 10 1 11

209 パークタウン東綾瀬自治会 10 6 16

210 東綾瀬自治会 28 9 37

211 綾瀬五・六丁目自治会 5 11 16

212 綾瀬三丁目自治会 5 2 7

213 トーキョーガーデンスイート自治会 1 1

214 大谷田東自治会 25 12 37

215 隅田自治会 24 2 26

216 長門南部町会 12 4 16

217 長門東部自治会 10 4 14

218 長門北部自治会 1 2 3

219 長門西町会 9 5 14

220 大谷田二丁目自治会 12 0 12

221 東和二丁目自治会 26 2 28

222 東和二丁目西自治会 10 10

223 東和四丁目自治会 7 3 10

224 東和四丁目南部自治会 7 2 9

225 東和四丁目第三団地自治会（休会中） 0 0

226 ファミール亀有壱番館自治会 0 0

227 ファミール亀有弐番館自治会 0 0 0

228 LM綾瀬谷中公園自治会 1 1

229 ザ・レジデンス東京イースト中川自治会 1 1

230 東和四丁目第二アパート自治会 0 0 0

231 大谷田上自治会 16 2 18

232 大谷田西部自治会 41 6 47

233 佐野一丁目町会 6 6

234 大谷田一丁目団地自治会 16 16

235 六木一丁目町会 5 5 10

236 六木二丁目町会 2 0 2

237 六木団地自治会 43 12 14 69

238 谷中北町会 16 5 21

239 佐野二丁目北町会 5 5

240 佐野二丁目南町会 8 8

241 ボナハイツ中川自治会 9 9

242 大谷田五丁目町会 22 5 27

243 中川ビューハイツ自治会 0 0

244 ライオンズプラザ北綾瀬自治会 0 1 1

245 都営大谷田自治会 1 0 1

246 神明上町会 2 1 3

247 神明東町会 7 3 10

248 神明仲町会 14 2 16

249 加平町会 26 6 32

250 北加平町会 13 6 19

251 六木三丁目町会 7 4 11

252 六木四丁目町会 4 0 3 7

253 辰沼町会 8 8

254 辰沼第二自治会 8 0 8

255 辰沼団地自治会 20 4 24

256 シャルム綾瀬自治会 2 1 3

東綾瀬

佐野

中川



※町会・自治会名が網掛けの団体は、「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施
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区民事務所名 町会・自治会名

257 六木三丁目自治会 4 1 5

258 神明南町会 14 7 21

259 ライオンズガーデン辰沼自治会 0 0

260 神明2丁目自治会 1 0 1

261 南花畑下沼町会 6 1 7

262 榎戸町会 4 2 6

263 堺田町会 2 0 2

264 花保町会 17 17

265 内匠本町町会 1 0 1

266 花畑第三団地自治会 41 41

267 花保親交町会 6 1 7

268 東保木間一丁目都住自治会 6 1 7

269 平野町会 9 4 13

270 平野竹親町会 6 0 0 6

271 六町町会 4 1 5

272 六町三丁目町会 4 5 9

273 保塚町町会 9 3 12

274 一ツ家一丁目町会 14 0 14

275 一ツ家二丁目町会 5 3 8

276 一ツ家三丁目町会 14 2 16

277 一ツ家四丁目町会 2 0 2

278 六町二丁目町会 3 3 6

279 平野一丁目団地自治会 5 0 5

280 都住平野三丁目団地自治会 5 3 8

281 東栗原団地自治会 39 16 55

282 平野三丁目１８番地自治会 3 1 4

283 鷲宿町会 8 0 8

284 外ケ原町会 6 3 9

285 仲組三丁目町会 7 0 7

286 堤根町会 8 6 14

287 前通り町会 6 3 9

288 花畑四丁目都住自治会 1 1

289 花畑団地自治会 39 12 51

290 保木間第五団地自治会 21 12 33

291 花畑七丁目団地自治会 2 1 3

292 花畑第五都住自治会 1 0 1

293 花畑第六都住自治会 0 3 3

294 会組町会 1 0 1

295 桑袋団地自治会 27 15 42

296 花畑西町会 1 3 4

297 保木間五丁目自治会 3 2 5

298 南花畑自治会 0 0 0

299 南花畑第二自治会 0 0 0

300 保木間１１自治会 3 3

301 エステート花畑自治会 0 1 1

302 仲組四丁目町会 3 1 4

303 花畑八丁目団地自治会 0 0 0

304 ベルドゥムール竹の塚自治会 0 0

305 水神町会 8 8

306 西保木間二丁目町会 7 2 9

307 原町会 8 3 11

308 名地共和会 2 2 4

佐野

竹の塚

保塚

花畑
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309 名地町会 6 6

310 在家町会 15 15

311 前保木間親睦町会 10 15 25

312 三の輪町会 5 5

313 若宮自治会 18 9 6 33

314 南保木間町会 17 6 23

315 北増田橋町会 4 10 14

316 南増田橋町会 0 0 0

317 第二都住会 3 6 3 12

318 第五住宅会 1 0 1 2

319 竹の塚南町会 7 7

320 竹の塚中町会 5 3 8

321 竹の塚上町会 26 9 3 38

322 六月町会 19 15 34

323 水無月会 0 0 0

324 第八六月自治会 1 1

竹七三自治会（解散） 1 1

325 東保木間町会 21 1 2 24

326 都営住宅六月むつき自治会 5 0 5

327 都営西保木間二丁目団地自治会 6 0 6

328 西保木間都住自治会 10 4 14

329 西保木間四丁目都住自治会 7 5 12

330 竹の塚スカイタウン町内会 5 5 10

331 西保木間大曲自治会 2 0 2

332 都営西保木間一丁目自治会 1 1 2

333 六月中央自治会 3 2 5

334 東京都住宅供給公社西保木間住宅自治会 6 6

335 竹の塚六丁目アパート２号棟自治会 10 0 10

336 西保木間三丁目むつみ会 3 0 3

337 竹七東町会 2 0 2

338 西保木間自治会 3 0 3

339 新緑自治会 2 1 3

340 都営竹の塚団地第一自治会 4 0 4

341 都市再生機構竹の塚第一団地自治会 24 11 35

342 都市再生機構竹の塚第二団地自治会 13 5 3 21

343 都市再生機構竹の塚第三団地自治会 21 5 26

344 第一保木間アパート自治会 4 0 4

345 保木間第四アパート自治会 39 21 60

346 保木間第四団地新館自治会 13 2 15

347 竹の塚三丁目町会 8 2 0 10

348 竹の塚七丁目団地自治会 36 36

349 都営六月町団地自治会 5 1 6

350 竹の塚マンション自治会 4 0 1 5

351 都住保木間町アパート自治会 3 1 16 20

352 日商岩井竹の塚マンション自治会 0 2 2

353 西保木間中央自治会 1 0 1

354 保木間四丁目自治会 2 0 2

355 マンハイム竹の塚自治会 1 1

356 六月一丁目第２自治会 1 0 1

357 六月自治会 8 0 8

358 竹の塚６丁目第３自治会 0 0

359 洋伸竹ノ塚マンション自治会 1 0 1

竹の塚
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360 竹の塚ガーデンハウス自治会 0 0 0

361 竹の塚６丁目アパート自治会 1 0 1

362 竹の塚ビューハイツ自治会 0 0 0 0

363 カインドステージ竹ノ塚自治会 0 0

364 ライオンズスクエア竹の塚自治会（注４）

365 西新井東町会 17 6 23

366 西新井本町二丁目町会 7 7

367 西新井本町三丁目自治会（休会中） 10 10

368 興野北町会 36 4 40

369 東京都住宅供給公社興野町住宅自治会 23 23

370 都営西新井本町四丁目アパート自治会 0 2 2

371 フレール西新井第一公団自治会 3 3

372 フレール西新井第二自治会 6 6

373 扇三丁目第二団地自治会 6 3 9

374 栗原町会 69 69

375 西新井栄町二丁目町会 9 9

376 栗原南町会 3 3

377 都営栗原１丁目アパート自治会 12 12

378 西新井第四都住自治会 12 12

379 あみだばし自治会 6 5 11

380 西新井本町２丁目アパート自治会 3 3

381 西新井六丁目アパート自治会 2 2

382 西新井北町会 9 6 15

383 栗原団地自治会 26 1 27

384 西新井町会 5 5

385 西新井１・２町会 5 5

386 西新井本町一丁目町会 1 7 8

387 西新井緑町会 13 4 17

388 西新井仲町会 6 1 7

389 西新井中央町会 27 14 41

390 西新井１５部町会 13 13

391 西新井西町会 10 10

フレール西新井第一団地自治会（解散） 0 0

392 東京アクアージュ自治会 3 3

393 秀和西新井レジデンス自治会 1 0 1

394 ザ・ステージオ自治会 8 8

395 レコシティグランデ自治会 0 0

396 伊興町自治会 21 15 36

397 伊興北根町会 19 12 31

398 都市再生機構西新井第三団地自治会 20 9 29

399 伊興西町会 29 29

400 伊興中央町会 25 9 34

401 伊興北町会 7 7

402 伊興町アパート自治会 5 1 6

403 伊興仲町会 13 13

404 西新井四丁目諏訪木町会 5 7 12

405 西新井四丁目自治会 10 2 12

406 東伊興町会 16 1 17

407 狭間町会 2 2

408 伊興南町会 12 12

伊興

竹の塚

西新井
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409 伊興東町会 16 7 23

410 伊興五丁目アパート自治会 1 1 2

411 伊興英知自治会 0 0

412 伊興町前沼アパート自治会 1 0 1

413 伊興四丁目住宅自治会 1 0 1

414 伊興三丁目アパート自治会 6 6

415 伊興二丁目自治会 0 0 0

416 伊興町第２アパート自治会 4 4

417 鹿浜押部町会 29 7 36

418 鹿浜東町会 16 4 20

419 鹿浜古内町会 10 6 16

420 鹿浜糀屋町会 9 9

421 鹿浜島町会 13 8 21

422 皿沼町会 9 7 16

423 加賀町会 14 5 19

424 谷在家町会 10 5 15

425 椿町会 8 1 9

426 皿沼東町会 1 1

427 都住谷在家団地自治会 11 13 24

428 鹿浜団地自治会 8 2 10

429 上沼田第三アパート自治会 37 37

430 北鹿浜第二都住自治会 6 2 8

431 日本住宅公団江北六丁目団地自治会 23 10 5 38

432 都営鹿浜五丁目団地自治会 26 8 34

433 都営鹿浜五丁目団地北部自治会 14 2 16

434 都住加賀二丁目自治会 9 9

435 舎人町会 51 25 76

436 入谷町会 21 21

437 古千谷本町町会 16 9 25

438 都住舎人自治会 18 5 23

439 都住足立入谷自治会 0 0 0

440 入谷町第２アパート自治会 2 0 2

4,298 1014 165 5,477

終了率 100.0% 67.3% 12.7%

注４「№364　ライオンズスクエア竹の塚自治会」については、「№306　西保木間二丁目町会」にて１回目調査済み　

注１「№23　サングランデ千住曙町自治会」については、「№6　千住曙町自治会」にて１回目調査済み

鹿浜

伊興

注３「№194　中央本町４丁目２号棟自治会」～「№197　中央本町四丁目一号棟自治会」については、「№177　中央本町
　　四丁目団地自治会」にて１回目調査済み

注２「№81　オーベルグランディオハートアイランド自治会」については、「新田ハートアイランド地区」にて１回目調査済み

舎人
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 平成３１年３月２７日 

件 名 居場所を兼ねた学習支援事業における科学研究費調査の協力について 

所管部課 

福祉部 くらしとしごとの相談センター、親子支援課 

足立福祉事務所 生活保護指導課 

子どもの貧困対策担当部 子どもの貧困対策担当課 

政策経営部 ICT戦略推進担当課 

内 容 

東京電機大学より、科学研究費助成補助金（日本学術振興会）を用いて、「居

場所を兼ねた学習支援」事業の効果検証を行うため、当事業の利用者と非利

用者に対し、調査を行いたいとの協力要請を受けた。 

学力だけでなく、他者との信頼関係や将来展望など、非認知能力の向上に

ついて効果検証を行うことは、貧困の連鎖を断つ視点からも重要であるため、

調査に協力する。 

 

１ 目 的 

「居場所を兼ねた学習支援」事業の利用者と非利用者にアンケート調査を

実施し、両者を比較することで、学力だけでなく、非認知能力の向上など多

面的な視点から効果を測定・分析し、公的学習支援事業の効果を科学的根拠

（エビデンス）として立証する。 

 

２ 調査主体 

研究代表者 東京電機大学理工学部助教 山本宏樹 氏 

共同研究者 一橋大学大学院教授    山田哲也 氏 ほか４名 

 

３ 調査対象者 ※いずれも調査に同意した者 

（１）利用者調査 

「居場所を兼ねた学習支援」事業を利用する中学生と保護者 約２５０世帯 

（２）非利用者調査 

(１)を除く、生活保護受給世帯、児童扶養手当受給世帯の中学生と保護者 

 約２５０世帯 

４ 調査期間 

２０１９年（平成３１年）３月から２０２０年度末まで 

 

５ 協力内容 

（１）利用者調査 

「居場所を兼ねた学習支援」施設で調査票を配付・回収 

（２）非利用者調査 

生活保護受給世帯、児童扶養手当受給世帯にチラシを配付 

情報連絡７  



※福祉事務所のケースワーカーが配付、またはひとり親世帯 

に対する郵送物に当調査のチラシを同封する。 

※チラシを見て申し込みをした者への調査票の配付と回収は、大学 

が直接行う。 

 

６ スケジュール 

平成３１年３月 区と東京電機大学が協定を締結 

 利用者調査実施 

平成３１年４月～（予定） 非利用者への調査協力募集 

 利用者調査・非利用者調査実施 

 

７ その他 

平成３１年３月に利用者のみを対象に予備調査を実施。予備調査の課題

を精査し、４月以降、非利用者を含めた全対象者に本調査を実施していく。 
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平成３１年３月２７日 

件 名 母子生活支援施設の民設民営への移行について 

所 管 部 課 福祉部 親子支援課、足立福祉事務所生活保護指導課 

内 容 

母子生活支援施設について、平成３１年４月１日付で区立の施設を

廃止、同日付で民設民営の施設が開設されることについて、以下のと

おり、報告する。 

１ 母子生活支援施設内容 

（１）定員・設備等 

 区立（廃止） 民設（開設） 

入所定員 ２０世帯 ２０世帯 

居室 

風呂・トイレ共同 

１Ｋ 

4.5 畳・6 畳 

風呂・トイレ付き 

２Ｋ・２ＤＫ 

36.45 ㎡ ～ 50.22 ㎡ 

その他  
地域交流スペース 

緊急一時保護室(２室) 

規模等 

鉄筋コンクリート造

／地上３階建 

延床面積／829.61 ㎡ 

鉄筋コンクリート造 

／地上４階建 

延床面積／2169.59 ㎡ 

（２）所在地 非公開（理由：母子保護のため） 

（３）運営団体 

   社会福祉法人 東京蒼生会 

   理事長 松田 雄二 

   東京都東村山市富士見町２－１－３ 

（４）開設日 

   平成３１年４月１日 

 ２ 移行に伴うスケジュール 

   平成３１年２月    竣工 

   平成３１年３月上旬  認可 

        ４月 １日 開設 

現母子生活支援施設入所者の転居  

 ３ その他 

   旧施設は、平成３１年３月３１日で閉鎖し、平成３１年度中に

解体する。 
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平成３０年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

平成３１年３月２７日 

件 名 「基幹地域包括支援センター」の移転について 

所 管 部 課 福祉部地域包括ケア推進課 

内 容 

基幹地域包括支援センターについて、以下のとおり事務所の移転を行う

ことになったので報告する。 

１ 移転先住所 足立区梅島二丁目１番２０号 ＮＴＴビル 

(地図) 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 開設予定 

  ２０１９年５月７日 

３ 運営委託法人 

  足立区社会福祉協議会 

４ 担当地域 

梅島、中央本町一丁目、島根 

５ 現住所 

  足立区梅島三丁目２８番８号（こども支援センターげんき内） 

６ 電話番号・ＦＡＸ番号 

  変更なし （参考）電 話０３－５６８１－３３７３ 

           ＦＡＸ０３－５６８１－３３７４  

７ ＰＲ方法 

  ・区ホームページに掲載 

  ・あだち広報４月１０日号に掲載 

  ・地域包括支援センター等で案内チラシを配布 

８ その他 

  現在、併設されているヘルパーステーションについては、移転先を

検討中。 
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平成３１年３月２７日 

件 名 地域密着型サービスを行う事業者の新規指定及び廃止について 

所 管 部 課 福祉部 介護保険課 

内 容 

地域密着型サ－ビスを行う下記事業者の新規指定を行ったので報告す

る（新規指定 １事業所）。また、廃止届が提出された事業者についても

報告する（廃止 １事業所）。 

 

１ 新規事業所  【地域密着型通所介護】（南西地区） 

事業所所在地  足立区西新井本町五丁目７番１４号 

運営法人    株式会社ＫＥＩＲＡＫＵ 

事業所名    リハビリストホーム西新井 

利用定員    １０名 

指定年月日   平成３０年１２月１日 

 

２ 廃止事業所  【地域密着型通所介護】（千住地区） 

事業所所在地  足立区千住五丁目１６番１０号 

運営法人    ロハスミッション株式会社 

事業所名    だんらんの家 千住 

利用定員    １０名 

廃止年月日   平成３１年１月３１日 

 

 

情報連絡 10 
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平成３１年３月２７日 

件 名 あだち幼保小接続期カリキュラムの策定について 

所 管 部 課 教育指導部 就学前教育推進課 

内 容 

 平成３０年１２月に有識者の協力を得て策定した「あだち幼保小接続

期カリキュラム」について報告する。※詳細 情報連絡 11-1のとおり 

１ 目的 

  幼稚園教育要領等及び小学校学習指導要領の改訂・改定を踏まえ、

幼児教育と小学校教育の接続の一層の強化を図る。 

２ 策定のポイント 

（１）幼稚園教育要領等に示された「幼児期の終わりまでに育ってほし

い姿」を踏まえ、「あだち５歳児プログラム」と「小学校スタートカ

リキュラム」の項目・内容を再構成して統合。 

（２）項目ごとに接続の流れを見開きで確認できるよう、１項目を２ペ

ージで構成。左ページを幼児教育、右ページを小学校教育とし、そ

れぞれに「育ってほしい姿」「取り組み内容」「家庭への発信」を記

載。 

（３）「育ってほしい姿」に関する保育者・教員の理解を助け、個々の子

どもの育ちの状況把握に資するよう、幼児教育と小学校教育の接続

を意識した「評価の観点」を記載。 

３ 配付先・配付数 

幼稚園、認定こども園 

認可保育所、公設民営保育所 

認証保育所 

施設長用各１部 

５歳児のクラス数 

区立小学校 校長、副校長、１学年の学級数 

区立中学校 学校用各１部 

４ 接続期研修会の開催 

平成３１年３月１２日（火）１５時００分～１６時３０分 

  有識者の講義による、あだち幼保小接続期カリキュラムの基本的な

考え方について教員・保育者への周知と、相互理解を図った。 
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